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平成 18 年 1 月 31 日 

金    融    庁 

 

「地域密着型金融の機能強化の推進に関するアクションプログラム 

（平成１７～１８年度）」の進捗状況について（平成１７年度上半期） 

  

Ⅰ．これまでの経緯等 

  昨年３月に公表された「地域密着型金融の機能強化の推進に関するアクションプログラム（平

成１７～１８年度）」（以下「アクションプログラム」という。）では、各地域金融機関は、それ

ぞれの「地域密着型金融推進計画」（以下「推進計画」という。）に基づく施策の進捗状況につ

いて、半年毎に公表することとされている。 

これまでに、各金融機関が、平成１７年度上半期（４～９月）の推進計画の進捗状況を公表

し、また、本日、全国地方銀行協会、第二地方銀行協会、全国信用金庫協会及び全国信用組合

中央協会がその取りまとめの公表を行ったことから、金融庁においても、１７年度上半期のア

クションプログラムに基づく施策の進捗状況及び金融機関の取組み実績について取りまとめ、

公表することとした。 

（参考１）対象金融機関数 ５８５金融機関（平成１７年９月末現在） 

                      地方銀行６５行（埼玉りそな銀行を含む）、第二地方銀行４８行 

                      信用金庫２９７金庫、信用組合１７５組合 

（参考２）アクションプログラムにおいて、金融機関に対し、要注意先債権等の健全債権化等

の強化に関する実績の公表等や再生支援実績に関する情報開示の拡充を求めていること、

また、当局においても再生支援実績及び再生ノウハウの公表等を行うこととされているこ

とを踏まえ、地域銀行における要注意先債権等の健全債権化等に向けた取組み及び具体的

な事例について、別紙３及び４において取りまとめている。 

 

Ⅱ．当局の施策 

当局は、アクションプログラムに基づき、「中小・地域金融機関向けの総合的な監督指針」の

改正等着実な実施を図るとともに、推進計画の概要を取りまとめ、公表するなど、各金融機関

の取組みの推進を図ってきたところ。当局の施策の主な進捗状況は以下のとおりである。（詳細

は別紙１参照。） 

①アクションプログラムの策定に伴い、中小企業金融の再生の促進等に関し、「中小・地域金融

機関向けの総合的な監督指針」を一部改正・公表（１７年４月１日） 

②「『リレーションシップバンキングの機能強化に関するアクションプログラム』に基づく取組

み実績と総括的な評価について」を公表（１７年６月２９日） 

 ③各金融機関が策定・公表した推進計画について取りまとめた「地域密着型金融推進計画の概

要について」を公表（１７年１０月２６日） 

 ④集中改善期間（１５～１６年度）における地域金融機関の特色ある取組み等に関するシンポ

ジウムを財務局において開催（１７年１１月～１２月）  
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Ⅲ．地域金融機関の地域密着型金融の機能強化に向けた取組み 

１．地域金融機関の取組み実績 

 １７年度上半期における各金融機関の実績や成果について、各金融機関の公表や業界団体

の取りまとめをもとに主な傾向をまとめれば、以下のとおりである。なお、「リレーションシ

ップバンキングの機能強化に関するアクションプログラム」（以下「旧アクションプログラム」

という。）から継続している事項については、１５年度からの２年半の計数（集中改善期間 

（１５～１６年度）＋１７年度上半期の実績）を記載している。（特色ある取組みの具体例の

概要については、別紙２参照。） 

 （１）事業再生・中小企業金融の円滑化 

①創業・新事業支援機能等の強化 

創業支援融資商品による融資の実績は、件数、金額とも過去２年間の実績の５割以上と

なるなど大きく増加しているほか、企業育成ファンドへの出資、創業・新事業支援に係る

政府系金融機関との協調融資等も増加している。個別にみると、今後、成長が見込まれる

農業分野や医療・福祉分野に関し、外部機関との連携によるノウハウ取得や審査態勢の強

化に取り組んでいる金融機関があるほか、大学発のベンチャー企業への支援や地元自治体

と連携した企業育成ファンドへの出資等も行われている。 

 

 

 

 

 

 

 

                

（注）実績については、各業界団体が金融機関に対し実施したアンケート結果をもとに取りまとめている（地方銀行 

（埼玉りそな銀行を含む）、第二地方銀行、信用金庫及び信用組合の合計）。以下同じ。       

②取引先企業に対する経営相談・支援機能の強化 

取引先企業に対するコンサルティング・情報提供機能の強化のため、商談会の開催等ビ

ジネスマッチングの取組みが積極的に行われており、その成約案件は増加している。中に

は、地域の金融機関による商談会の合同開催や、海外支店等を活用した情報提供による地

元企業の海外ビジネス支援に向けた取組み等もみられる。また、提携証券会社を活用した

株式公開支援サービスの提供や、外部機関との連携強化によるＭ＆Ａ業務の推進に取り組

む金融機関もみられる。 

要注意先債権等の健全債権化等に向けた取組みは、各金融機関において経営改善支援の

取組みの多様化が進むなど積極的に実施されており、キャッシュフローによる財務分析の

実施や本部と営業店が一体となった支援等、経営改善支援の早期着手や深度ある支援の実

施に向けた取組みもみられる。このような中、地域銀行においては１７年度上半期に経営

改善支援を行った債務者（正常先を除く）の約１割（約 2,800 先）が業況改善し、債務者

（参考）１７年度上半期の実績等 １７年度上半期
15年度から17年度

上半期までの累計 

集中改善期間(15

～16 年度)の実績

２，７３８件 ７，５０３件 ４，７６５件創業支援融資商品による融資 

２５８億円 ６８７億円 ４２９億円

企業育成ファンドへの出資 １２０億円 ３６８億円 ２４７億円

４１９件 １，４６７件 １，０４８件政府系金融機関等との協調融資   

４６６億円 １，５２５億円 １，０５８億円
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区分がランクアップしている。（地域銀行における要注意先債権等の健全債権化等に向けた

取組みについては、別紙３参照。） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注）経営改善支援取組み先（正常先を除く）のランクアップ率は、地域銀行（地方銀行（埼玉りそな銀行を含む）、    

第二地方銀行）の実績。 

③事業再生に向けた積極的な取組み 

事業再生に向けた取組みについては、態勢整備が引き続き進展しており、中小企業再生

支援協議会の再生計画策定先が着実に増加している。他方、一件当たりの金額は小さくな

ってきており、また、再生手法の中でＤＤＳのウェイトが高まってきているほか、ＤＩＰ

ファイナンスや企業再生ファンドを活用した取組みの実績がみられる。 

  具体的には、温泉街の面的再生や建設業の事業転換においてこれらの手法を活用した例

がみられる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    

                   

④担保・保証に過度に依存しない融資の推進等 

財務制限条項を活用した融資商品やスコアリングモデルを活用したビジネスローンの拡

充等を通じて、担保・保証に過度に依存しない融資が積極的に推進されており、件数、金

（参考）１７年度上半期の実績等 １７年度上半期
15年度から17年度

上半期までの累計 

集中改善期間(15

～16 年度)の実績

ビジネスマッチングの成約案件 ６，００１件 ２２，６５７件 １６，６５６件 

株式公開支援（新規） １８件 － －

Ｍ＆Ａ支援（新規） ９９件 － －

 
１７年度上半期

集中改善期間(15～16 年度) 

における平均（半期） 

経営改善支援取組み先（正常先を除く）の

ランクアップ率 
  １０．１％ １０．２％ 

（参考）１７年度上半期の実績等 １７年度上半期
15年度から17年度

上半期までの累計 

集中改善期間(15

～16 年度)の実績

２１３件 ７１６件 ５０３件中小企業再生支援協議会の再生計画策定先

１，７０３億円 ７，４３０億円 ５，７２７億円

企業再生ファンドへの出資 ６６億円 ３４４億円 ２７７億円

４件 ６６件 ６２件ＤＥＳ 

 ３６億円 ４７４億円 ４３７億円

２５件 ８９件 ６４件ＤＤＳ 

 ６４億円 ４０２億円 ３３７億円

 ８５件 ４２５件 ３４０件ＤＩＰファイナンス 

９６億円 ８５６億円 ７５９億円
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額とも増加している。 

また、動産・債権譲渡担保融資やシンジケートローン等の実績も増加しており、中には、

病院診療報酬債権の流動化や動産登記制度を活用した融資商品に取り組む金融機関もみら

れるなど、中小企業等の資金調達手法の多様化に向けた取組みも着実に成果を上げている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  ⑤顧客への説明態勢の整備、相談苦情処理機能の強化 

各金融機関において、顧客への説明態勢の整備に取り組んでいるほか、顧客からの相談

や苦情について、専門の担当部署の設置や事例還元により職員のレベルアップを図り再発

防止に努める等、苦情処理態勢の強化に向けた取組みを進めている。 

⑥人材の育成 

人材育成に向けて、職員への各種研修の実施や資格取得の推進が積極的に行われている。

また、ノウハウ取得のために外部機関等への職員派遣や、専門知識を有する人材と営業店

担当者による取引先への帯同訪問等を実施して、目利き能力の向上を図っている金融機関

もみられる。 

 

（２）経営力の強化 

 ①リスク管理態勢の充実 

１９年３月末からのバーゼルⅡ(新しい自己資本比率規制)の導入に備え、自己資本比率

算出方法の精緻化やリスク管理手法の高度化に向け、データ整備やシステムの導入等の態

勢整備が進められている。 

 ②収益管理態勢の整備と収益力の向上 

統合収益管理や部門別収益管理の導入に向けたシステムの構築や高度化、信用リスクデ

ータの蓄積等の取組みが進められている。 

（参考）１７年度上半期の実績等 １７年度上半期 
15 年度から 17 年度上

半期までの累計 

集中改善期間(15～

16 年度)の実績 

２，５８８件 ８，３５１件 ５，７６３件財務制限条項を活用した商品による融

資 ９５７億円 ２，２５２億円 １，２９４億円

１１５，８０９件 ４４３，５０６件 ３２７，６９７件スコアリングモデルを活用した商品に

よる融資 １２，０８０億円 ４１，８３３億円 ２９，７５３億円

１１，４０９件 ４０，５０７件 ２９，０９８件動産・債権譲渡担保融資（売掛債権担

保融資を含む） ９６１億円 ３，８００億円 ２，８３９億円

 ２４６件 ８８５件 ６３９件シンジケートローンへの参画（アレン

ジャー） ２，１７１億円 ９，９５７億円 ７，７８６億円

３，２９４件 １２，９２０件 ９，６２６件シンジケートローンへの参画（融資団）

１４，１６４億円 ５２，５１８億円 ３８，３５３億円

９，２９８件 ４１，１９７件 ３１，８９９件財務諸表の精度が相対的に高い中小企

業に対する融資商品による融資 １，３３５億円 ５，３９３億円 ４，０５８億円
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 ③ガバナンスの強化 

有価証券報告書等における財務内容の適正性に関する確認書添付に向けた業務プロセス

のチェック等の態勢整備や、監査法人との連携強化が進められている。また、協同組織金

融機関においては、半期開示の積極的な実施や、総代会に一般の会員・組合員の意見を反

映させる仕組みの整備等による総代会の機能強化に向けた取組みが進められている。 

 ④法令等遵守（コンプライアンス）態勢の強化 

不祥事件の未然防止や職員の意識向上のため、コンプライアンスに係る研修や営業店へ

の検査・指導の実施といった取組みが進められている。また、顧客情報管理態勢の強化の

ため、研修の実施や資格の取得、文書管理規程の見直しといった取組みが進められている。 

⑤ＩＴの戦略的活用 

顧客情報の集約化による営業推進強化に向けたシステムの機能強化、遠隔地の顧客に対

して専門知識を有する本部職員による相談業務を可能とするための遠隔相談システムの導

入、ＩＣキャッシュカードの発行等ＡＴＭシステムの安全対策に係る取組み等が進められ

ている。 

 

（３）地域の利用者の利便性向上 

地域の活性化については、地域におけるＰＦＩ事業に対して、蓄積したノウハウに基づ

くアドバイスやプロジェクトファイナンスの組成を行う等積極的な支援の実施がみられる

ほか、地域の中心市街地活性化事業への協力や企業誘致活動への関与等の取組みがみられ

る。また、地域における環境に配慮した商品の開発や、地元自治体と協力した少子化対策

に向けた商品の発売、小中高校生への金銭教育や職場体験学習の実施等の取組みもみられ

る。 

また、利用者の満足度を重視した金融機関経営の確立に向けて、バリアフリー等に配慮

した高齢者が利用しやすい店舗づくりや、地域貢献に関する情報の積極的な発信といった

取組みがみられるほか、顧客に対するアンケート調査の実施や外部機関を活用した店頭サ

ービスのモニタリングを実施し、それらの結果の分析と改善策の策定を行うといった取組

みが広く検討されており、一部で開始されている。 

  

（４）数値目標に関する進捗状況の公表状況 

地域密着型金融の推進に当たり、情報開示による規律付けが重視されていることも踏ま

え、推進計画には、様々な具体的取組みや経営指標に関する数値目標が掲げられている。

今回の進捗状況の公表に当たっては、昨年８月末に推進計画が策定・公表されてからまだ

日は浅いものの、３５１金融機関において、数値目標に関する１７年度上半期の実績につ

いて、何らかの公表が行われている。 

       

２．金融機関の取組みについての評価及び今後の課題 

（１）金融機関の見方 

財務局が実施した金融機関に対する進捗状況のフォローアップによると、ほとんどの金
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融機関において、地域密着型金融の機能強化に向けた取組みは着実に進捗していると認識

している。特に、審査態勢の強化や外部機関との連携強化による態勢整備により、創業・

新事業支援や取引先企業に対する経営相談・支援に向けた取組み、担保・保証に過度に依

存しない融資の推進に向けた取組みについて、進捗していると評価している。また、地域

の利用者の利便性の向上に向けて、ディスクロージャー誌等を活用した地域貢献等に関す

る情報開示内容の拡充や、地域のＰＦＩ事業等への積極的な参加等の取組みが進捗したと

の見方があった。 

他方、事業再生に向けた積極的な取組みや要注意先債権等の健全債権化等に向けた取組

みについては、具体的成果が十分に上がっていないとの見方も一部にあった。また、経営

力の強化に関して、収益管理態勢の整備に向けた信用リスク計量化の高度化の取組みには

データの蓄積とその検証にしばらく時間を要する、法令等遵守態勢の強化に向けた取組み

は一定の成果を上げているものの未だ不十分である、等の見方もあった。 

 

（２）利用者（借り手）の見方 

中小企業金融モニタリング等の結果によると、事業者の実情把握や経営支援に積極的な

取組みがみられるほか、担保・保証に過度に依存しない融資商品の開発・推進に積極的に

取り組んでいる等の認識がなされており、金融機関の取組みは、総じて、前向きに評価さ

れている。また、地元企業の再生に向けて、中小企業再生支援協議会の活用が増加してい

る、等の意見がみられた。 

他方、金融機関の事業再生や経営指導の取組みに関して、ノウハウや目利き能力を有す

る人材が不足している、小規模事業者への取組みが消極的である、依然として金融機関が

担保・保証に依存する状況は変わらない、営業店や担当者により取組み姿勢や対応が違う、

等の指摘もあり、金融機関の取組みは未だ不十分であるとの見方もある。  

 

（３）金融機関の取組みについての評価及び今後の課題 

    地域密着型金融の機能強化に向けた取組みは、旧アクションプログラム以来２年半にわ

たり続けられているところであり、経営相談・支援機能の強化に向けたビジネスマッチン

グ等の取組みや、中小企業金融の円滑化に向けた担保・保証に過度に依存しない融資等の

取組みが引き続き積極的に実施されているほか、創業・新事業支援機能の強化に向けた取

組みが増加している等、着実に成果を上げつつある。他方、事業再生の分野においては態

勢整備や取組みは強化されているものの、その具体的な成果が現れるまでになお時間を要

する面も見られる。 

また、法令等遵守態勢の強化をはじめとする経営力の強化に引き続き努める必要があり、

地域の利用者の利便性の向上については、現在検討されている利用者満足度の向上に向け

た施策を着実に実施し、改善を図っていく必要がある。 

いずれにせよ、昨年８月末の推進計画の策定・公表からまだ日が浅く、今後とも、上記

の点を踏まえ、地域密着型金融の機能強化に向けた取組みを継続的に実施する必要がある

と考えられる。 

 



（参考）

件数 金額

創業支援融資商品による融資 2,738 25,819

企業育成ファンドへの出資 12,076

政府系金融機関等との協調融資 419 46,659

産業クラスターサポートローン 28 648

新連携事業に対する支援 40 978

ビジネスマッチングの成約案件 6,001

株式公開支援 18

社債発行支援 1,563

Ｍ＆Ａ支援 99

中小企業再生支援協議会の再生計画策定先 213 170,354

企業再生ファンドへの出資 6,636

ＤＥＳ 4 3,660

ＤＤＳ 25 6,488

ＤＩＰファイナンス 85 9,695

財務制限条項を活用した商品による融資 2,588 95,746

スコアリングモデルを活用した商品による融資 115,809 1,208,024

動産・債権譲渡担保融資（売掛債権担保融資を
含む）

11,409 96,154

知的財産権担保融資 2 35

ノンリコースローン 163 244,830

債権流動化・証券化（ＣＬＯを含む） 343 109,160

証券化（ＣＬＯ） 29 881

シンジケートローンへの参画（アレンジャー） 246 217,102

シンジケートローンへの参画（融資団） 3,294 1,416,493

私募債の引受け 1,573 221,560

ＰＦＩへの融資 31 10,169

財務諸表の精度が相対的に高い中小企業に対する融資商
品による融資 9,298 133,548

(注）計数は、地方銀行（埼玉りそな銀行を含む）、第二地方銀行、信用金庫及び信用組合の合計。

　

地域密着型金融の機能強化の推進に向けた地域金融機関の主な取組み実績

　　17年度上半期（4～9月）の実績

（単位：件、百万円）
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